
 

９
月
21

日
の
県
議
会
本
会
議

で
達
増
拓
也
岩
手
県
知
事
は
、
東

日
本
大
震
災
津
波
の
被
災
者
の
医

療
費
等
の
免
除
措
置
を
２
０
１
９

年
12

月
迄
継
続
す
る
と
表
明
し

ま
し
た
。
県
議
会
に
は
県
保
険
医

協
会
等
が
請
願
を
提
出
し
採
択

さ
れ
て
い
ま
し
た
。
津
波
で
す
べ
て

の
財
産
を
失
い
、
不
自
由
な
避
難

生
活
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
被

災
者
に
と
っ
て
は
命
綱
、
打
ち
切

り
と
な
れ
ば
「通
院
を
減
ら
す
」
と

の
声
も
寄
せ
ら
れ
て
お
り
、
日
本

共
産
党
も
繰
り
返
し
継
続
を
求

め
て
き
ま
し
た
。 

 

さ
ら
に
小
学
校
６
年
生
ま
で
の

医
療
費
助
成
の
「
現
物
給
付
化
」

に
つ
い
て
も
、
来
年
８
月
か
ら
実
施

す
る
と
知
事
は
答
え
ま
し
た
。
現

在
は
一
旦
窓
口
で
払
い
市
役
所
に

申
請
し
て
医
療
費
が
戻
る
「
償
還

払
い
」
で
す
が
、
「現
物
給
付
」
に
な

れ
ば
お
金
の
心
配
を
せ
ず
に
子
ど

も
を
病
院
に
連
れ
て
行
け
ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
は
「子
ど
も
の
医

療
費
無
料
化
拡
充
を
求
め
る
岩

手
の
会
」
の
み
な
さ
ん
と
力
を
合

わ
せ
署
名
に
取
り
組
む
と
共
に
、

３
人
の
党
県
議
団
が
県
議
会
で
繰

り
返
し
求
め
て
い
ま
し
た
。 

 

県
医
療
局
は
今
後
５
年
間
で
医

師
81

人
、
看
護
師
66

人
増
員
す

る
「県
立
病
院
経
営
計
画
」中
間

案
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
８
月
に
は

医
師
３８
人
増
で
す
が
、
看
護
師
は

24

人
削
減
す
る
「素
案
」を
示
し

て
お
り
、
日
本
共
産
党
県
議
団
は

８
月
23

日
「素
案
」を
見
直
し
医

師
、
看
護
師
の
抜
本
的
な
増
員
を

求
め
て
い
ま
し
た
。 

 

県
立
病
院
の
経
営
計
画
は
今
後

５
年
間
（
19

年
～
23

年
）の
経
営

の
あ
り
方
を
示
す
計
画
と
な
り
、

２
月
県
議
会
で
の
議
論
を
踏
ま
え

４
月
か
ら
実
施
す
る
も
の
で
す
。 

 

医
師
の
超
過
勤
務
の
実
態
は
、

月
80
時
間
超
が
85
人
、
う
ち
１
０

０
時
間
超
が
39

人
と
な
っ
て
い
ま

す
。
看
護
師
は
月
９
日
夜
勤
が
14

病
院
９
０
３
人
に
も
な
り
、
年
次

有
給
休
暇
の
年
間
取
得
が
８
・２

日
に
留
ま
り
、
普
通
退
職
者
が
増

え
て
い
る
現
状
に
あ
り
ま
す
。
９

月
県
議
会
で
は
過
酷
な
勤
務
実

態
や
地
域
医
療
の
中
核
を
担
う
、

県
立
病
院
の
実
態
を
踏
ま
え
更

な
る
増
員
を
求
め
ま
し
た
。 
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「
学
童
ク
ラ
ブ
職
員
配
置
基
準

の
堅
持
を
求
め
る
請
願
」（県
学
童

保
育
連
絡
協
議
会
提
出
）
は
、
国

の
配
置
基
準
は
「
複
数
配
置
」
が
必

要
と
定
め
て
い
ま
す
が
、
児
童
支

援
員
の
人
材
不
足
の
深
刻
化
を
理

由
に
厚
労
省
で
見
直
し
検
討
が
行

わ
れ
て
い
ま
す
。
請
願
は
「職
員
１

名
に
な
っ
た
場
合
、
児
童
の
安
全

性
が
確
保
さ
れ
な
い
」と
し
て
国
に

配
置
基
準
の
堅
持
を
求
め
て
い
ま

す
。 

 

「福
祉
灯
油
の
継
続
求
め
る
請

願
」（県
生
協
連
提
出
）は
、
東
日

本
大
震
災
か
ら
７
年
半
が
経
過
し

て
も
、
い
ま
だ
に
４
，
０
０
０
人
以

上
が
応
急
仮
設
住
宅
で
の
生
活
を

余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
現
状
に
あ

り
ま
す
。
請
願
は
灯
油
価
格
が
高

騰
す
る
中
で
、
更
な
る
継
続
を
求

め
て
い
ま
す
。 

 

佐
々
木
県
議
会
議
長
へ
の
請
願

提
出
に
は
、
高
田
一
郎
県
議
と
斉

藤
信
県
議
が
同
席
し
ま
し
た
。
両

請
願
は
10
月
１
日
の
本
会
議
で
全

会
一
致
で
採
択
さ
れ
ま
し
た
。 

 

４
月
か
ら
の
「報
酬
改
定
」に
よ

る
経
営
の
実
態
把
握
や
、
工
賃
引

き
上
げ
へ
の
支
援
を
求
め
ま
し
た
。

事
業
所
で
は
こ
の
間
報
酬
が
「月
額

制
」か
ら
「日
額
制
」に
代
わ
り
、
さ

ら
に
平
均
工
賃
に
応
じ
た
報
酬
の

見
直
し
も
行
な
わ
れ
ま
し
た
。
通

所
す
る
障
が
い
者
の
高
齢
化
、
職

員
不
足
の
中
で
作
業
人
員
が
減
少

し
て
い
る
事
業
所
も
出
て
い
ま
す
。

報
酬
見
直
し
で
経
営
が
悪
化
す
る

な
か
で
、
工
賃
引
き
上
げ
に
取
り

組
ま
な
け
れ
ば
一
層
経
営
が
深
刻

に
な
る
、
報
酬
の
問
題
点
を
指
摘

し
ま
し
た
。
県
は
「事
業
所
経
営
の

実
態
を
把
握
で
き
る
よ
う
に
し
た

い
。
工
賃
目
標
を
20

年
度
２
０
，
２

３
０
円
と
し
、
引
き
上
げ
に
こ
れ
ま

で
以
上
の
支
援
す
る
」と
答
弁
し

ま
し
た
。 

 

高
田
県
議
は
「自
立
支
援
事
業

所
の
開
設
や
社
会
貢
献
も
し
た
い

が
、
職
員
不
足
や
経
営
難
で
厳
し

い
」と
の
施
設
関
係
者
の
声
を
紹

介
、
障
が
い
施
設
職
員
の
研
修
へ
の

支
援
や
人
材
対
策
も
求
め
ま
し

た
。 

決算特別委員会で質問する高田一郎県議 

請願の紹介議員として同席する高田一郎県議 
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県
人
事
委
員
会
が
県
立
高
教

職
員
の
22

％
が
、
月
１
０
０
時
間

を
超
え
る
長
時
間
勤
務
の
実
態

を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
（
16

年
調

査
）
。
県
教
育
委
員
会
は
こ
れ
ま

で
長
時
間
勤
務
の
改
善
に
取
り
組

ん
で
き
ま
し
た
が
一
向
に
改
善
さ

れ
ず
、
高
田
県
議
は
髙
橋
嘉
行
教

育
長
に
勤
務
実
態
に
つ
い
て
ど
の

よ
う
に
受
け
止
め
て
い
る
か
質
し

ま
し
た
。
髙
橋
教
育
長
は
「時
間

外
勤
務
や
心
身
の
負
担
は
看
過
で

き
な
い
事
態
だ
。
プ
ラ
ン
を
策
定

し
教
職
員
の
負
担
軽
減
に
取
り
組

む
」と
答
弁
し
ま
し
た
。
高
田
県

議
は
「
タ
イ
ム
カ
ー
ド
の
導
入
で

実
態
把
握
を
行
な
い
、
長
時
間
勤

務
を
21
年
度
以
降
速
や
か
に
ゼ
ロ

に
す
る
。
月
80
時
間
を
超
え
る
職

員
は
産
業
医
に
報
告
す
る
」
と
い

う
プ
ラ
ン
の
取
り
組
み
を
評
価
し

つ
つ
も
、
「
業
務
改
善
や
外
部
人

材
活
用
だ
け
で
は
実
効
性
に
欠
け

る
」
と
問
題
点
を
指
摘
。
少
人
数

学
級
の
拡
充
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ

ル
ワ
ー
カ
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ

ラ
ー
な
ど
の
人
材
確
保
を
求
め
ま

し
た
。 

 

学
校
給
食
の
無
料
化
を

実
施
す
る
自
治
体
は
全

国
で
82

自
治
体
と
全
国

に
広
が
っ
て
い
ま
す
。
学
校

給
食
は
「子
ど
も
の
心
身

の
発
達
と
食
べ
物
の
正
し
い
理
解

を
受
け
る
も
の
」で
あ
り
教
育
の

一
環
で
す
。
し
か
し
義
務
教
育
は

無
償
と
言
い
な
が
ら
給
食
費
を
含

め
多
額
の
教
育
費
が
負
担
さ
せ
ら

れ
て
い
ま
す
。
格
差
と
貧
困
が
広

が
る
中
で
ど
の
子
ど
も
も
無
料
で

食
べ
ら
れ
る
こ
と
は
、
ど
ん
な
家

庭
で
も
等
し
く
利
益
を
得
る
こ
と

が
で
き
る
点
で
も
必
要
で
す
。 

 

高
田
県
議
は
県
内
の
市
町
村
に

支
援
を
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

県
教
委
は
「保
護
者
の
食
育
へ
の

関
心
が
低
下
す
る
懸
念
が
あ
る
」

と
答
弁
し
ま
し
た
。 

 

【９
月
】 

1

日 

河
川
災
害
現
場
調
査 

2

日 

藤
沢
町
黄
海
地
区
敬
老
会 

3

日 

農
林
水
産
委
員
会 

4

日 

次
期
総
合
計
画
特
別
委
員
会
、 

 

四
野
党
調
整
会
議 

5

日 

岩
手
県
木
材
利
用
検
討
会
議 

6

日 

議
案
説
明
会 

7

日 

県
政
懇
談
会 

8

日 

真
滝
地
区
敬
老
会
、
（株
）岩
販 

8

日 

60

周
年
記
念
式
典
、
花
泉
町 

8

日 

内
ノ
目
県
政
報
告
・懇
談
会 

9

日
～
10

日 

東
北
ブ
ロ
ッ
ク
日
本
共 

9

日 

産
党
後
援
会
交
流
会 

11

日 

早
朝
宣
伝 

13

日 

私
学
振
興
議
員
ク
ラ
ブ
懇
談 

13

日 

会
、
本
会
議
、
岩
手
県
木
材
利 

13

日 

用
条
例
検
討
会 

14

日 

社
会
福
祉
法
人
さ
く
ら
会
、
一 

14

日 

関
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
調
査 

15

日 

藤
沢
地
区
敬
老
会 

16

日 

藤
沢
町
西
口
地
区
敬
老
会
、
平 

16

日 

泉
町
敬
老
会 

18

日 

県
立
中
央
病
院
調
査 

19

日 

岩
泉
町
台
風
10

号
復
興
、
道 

19

日 

路
要
望
調
査 

20

日 

早
朝
宣
伝 

21

日 

岩
手
県
木
材
利
用
条
例
検
討 

21

日 

会
、
県
議
会
広
報
広
聴
会
議
、 

21

日 

本
会
議 

22

日 

生
活
相
談 

25

日 

早
朝
宣
伝
、
本
会
議 

26

日 

本
会
議 

27

日 

農
林
水
産
委
員
会 

28

日 

次
期
総
合
計
画
特
別
委
員
会 

 

【
10
月
】 

1

日 

本
会
議
、
四
野
党
調
整
会
議 

2
日 

 

～ 
 

決
算
特
別
委
員
会 

5

日 
 

7

日 

一
関
健
康
ス
ポ
ー
ツ
フ
ェ
ア
・障 

7

日 

が
い
者
祭
り 

9

日 
 

～ 
 

決
算
特
別
委
員
会 

12

日 
 

14

日 

一
関
地
区
消
防
連
合
演
習
（千 

 

厩
町
） 

15

日 

早
朝
宣
伝
、
本
会
議 

17

日 

日
本
共
産
党
県
委
員
会
総
会 

18

日 

早
朝
宣
伝 

20

日 

一
関
産
業
祭
り
・農
業
祭
、
漁 

20

日 

業
シ
ン
ポ
ジ
ュ
ー
ム
（宮
古
市
） 

21

日 

真
滝
地
区
民
運
動
会
、
国
際
反 

 

戦
デ
ー
一
関
地
区
集
会 

22

日 

防
災
士
研
修
会
、
沖
縄
知
事
選 

 

勝
利
報
告
会
（四
野
党
共
催
） 

23

日 

早
朝
宣
伝 

24

日 

遠
野
市
議
選
応
援 
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西
日
本
豪
雨
災
害
で
は
ハ
ザ
ー

ド
マ
ッ
プ
を
策
定
し
て
も
、
避
難

行
動
に
結
び
付
か
な
か
っ
た
こ

と
。
ま
た
犠
牲
者
の
多
く
が
「土

砂
災
害
危
険
地
区
」に
居
住
す
る

人
た
ち
で
し
た
。
地
域
住
民
が
災

害
の
リ
ス
ク
を
把
握
し
日
常
的
な

訓
練
が
必
要
で
す
。 

 

高
田
県
議
は
異
常
気
象
が
頻
繁

に
起
き
て
お
り
、
想
定
外
の
災
害

に
対
応
で
き
な
か
っ
た
と
な
ら
な

い
よ
う
、
自
主
防
災
組
織
に
１
人

の
防
災
士
育
成
す
る
こ
と
、
県
内

の
地
域
防
災
サ
ポ
ー
タ
ー
（
41

人
）は
年
44

回
の
活
動
に
留
ま
っ

て
お
り
、
認
知
度
を
高
め
る
取
り

組
み
と
訓
練
へ
の
参
加
の
実
態
を

把
握
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。 

 県内地域に進出している企業の太陽光発電事業計画

では、地域の景観をそぎ地元住民への説明もないまま

進められているという問題が起きています。アセス規制

について環境省もようやく検討（‘１９年秋ごろ）に踏み出

し、廃棄物処理費用の積み立ても７月から事業者に義務

付けられました。 

 太陽光発電事業者の設置主体は首都圏42％、県内

23％、地元19％となっています。しかし県内の実態は海

外資本などが多数進出しており、県に設置者の実態把

握を要求。また岐阜県飛騨市の５８戸の農家がＪＡと県

の支援で小水力発電を設置し、売電費用で耕作放棄地

の解消、祭りの復活、新規就農者の育成に取り組んでい

る例を紹介し、地域に貢献できる事業体への支援を求

めました。 

エネルギー計画見直し再生エネ優先に 

 
 送電線の容量が満杯で停電の恐れがあり、接続の整

備のために巨額の費用を要求する「東北電力ショック」が

問題になっています。稼働していない女川、建設中の東

通、大間原発がフル稼働の出力枠を「空押さえ」してい

るのは「第５次エネルギー基本計画」で原発が20～22％

と前計画と変わらず再稼働が前提となっていることが原

因です。県は「第5次計画は総合資源エネルギー調査会

など、様々な議論を経て出された結論、送電線への優

先接続を国に要望していく」と述べました。 

 

部
活
動
の
休
養
日
な
ど
を
定
め

た
「
部
活
動
方
針
」
の
策
定
が
13

市
町
村
と
な
っ
て
お
り
、
県
内
28

の
中
学
・高
校
で
部
活
動
指
導
員

（
外
部
人
材
）
を
活
用
し
て
い
ま

す
。
高
田
県
議
は
ス
ポ
ー
ツ
医
科

学
の
視
点
で
の
指
導
も
大
事
で
、

行
き
過
ぎ
た
指
導
で
問
題
も
起

き
て
い
る
だ
け
に
、
指
導
の
質
の
向

上
も
重
要
だ
と
指
摘
し
ま
し
た
。 

ま
た
、
岩
手
県
内
97
・
５
％
（
全
国

平
均
38

％
）
の
学
校
で
部
活
動
が

原
則
加
入
と
な
っ
て
お
り
生
徒
の

自
主
性
を
尊
重
す
る
よ
う
要
求

し
ま
し
た
。
県
教
育
委
員
会
は

「
部
活
動
へ
の
全
員
加
入
の
あ
り
方

を
見
直
す
」
考
え
を
明
ら
か
に
し

ま
し
た
。 

 

農
水
委
で
高
田
県
議
は
椎
茸

生
産
を
目
指
す
新
規
就
農
者
へ
の

支
援
策
を
求
め
ま
し
た
。 

 

県
内
の
椎
茸
生
産
農
家
は
出
荷

制
限
解
除
を
目
指
し
て
取
り
組
ん

で
い
る
農
家
が
い
ま
す
が
震
災
前

よ
り
大
幅
に
減
少
し
て
い
ま
す
。 

 

被
災
農
家
に
は
賠
償
が
行
な
わ

れ
高
騰
し
た
原
木
ほ
だ
木
へ
の
購

入
支
援
な
ど
が
あ
り
ま
す
が
、
こ

れ
か
ら
新
規
に
取
り
組
む
農
家
に

は
全
く
支
援
が
あ
り
ま
せ
ん
。
こ

の
ま
ま
で
は
高
齢
化
で
椎
茸
農
家

は
消
滅
す
る
危
機
に
な
り
か
ね
な

い
。
「椎
茸
大
国
」と
言
わ
れ
て
き

た
一
関
市
大
東
町
の
農
家
か
ら

は
、
山
の
除
染
を
求
め
る
声
が
出

て
い
ま
す
。
県
は
「新
規
就
農
者

を
増
や
し
て
い
か
な
い
と
産
地
と

し
て
成
り
立
た
な
い
。
支
援
の
あ

り
方
を
検
討
し
て
い
き
た
い
」と
答

弁
し
ま
し
た
。 

  一部補助の自治体 
      （千円） 
雫石町 全小中学校で           
  1／2補助（29,062）     
岩手町   1食45円
（6,505） 
軽米町   1食90円
（9,627） 
九戸村   1食１/2

（9,340） 
一戸町 １食26円(3,404） 

 【教職員働き方改革プラン】 

１、目標→時間外勤務2021年以
降できるだけ速やかに長時間労
働ゼロ（月80時間以上2020年ま

で3割減、100時間以上ゼロ） 

２、具体的取り組み→教職員の
負担軽減、健康確保の取り組み 

３、推進体制→各学校でアク
ションプランの策定と進捗状況

の把握 


